（様式６）
＜委託事業経費（予定額）＞
　経費予定額　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	費　目
	種　別
	内　　　訳
	経費予定額

	人 件 費
	賃　金
	給与　○○○円×○月分

事業主負担社会保険料　○○○円×○月分
	

	事 業 費
	報償費
	謝金　○○○円×○回


	

	
	旅　費
	ガソリン代　徳島市⇔○○　○○○円×○回

宿泊代、日当等
	

	
	需用費
	消耗品費

印刷製本費

　アンケート用紙印刷費　○○円×○○○○部

　封筒印刷費　○○円×○○枚

　報告書印刷費　○○○円×○冊
	

	
	役務費
	通信運搬費


	

	
	委託料
	委託料


	

	
	使用料及び

賃借料
	機材リース料　○○○円×○月分


	

	
	消費税相当額
	
	

	合　　　計
	
	


※　委託経費の区分についての経費計上の留意事項等
①　本事業の実施に直接必要とする経費のみ計上すること。

　②　本事業における経費については、他の経費と明確に区分し経理すること。

3 人件費（社会保険料等を含む）については、雇用の必要性及び金額（人数、時間、単価）の

妥当性を判断の上、計上すること。
④　報償費については、専門家に対する謝金のほか、外部の者に依頼する事業実施の労務、実技指導、単純労働、その他の労務に対して支払うものとする。
⑤　報償費、旅費等については、その対象・内訳等が分かる書類を添付すること。その他の経費についても内訳が分かる見積書等の書類を添付すること。
⑥　需用費のうち消耗品費については、各種事務用品、書籍類、その他事業の実施に直接必要とする消耗品を対象とする。

⑦　需用費のうち印刷製本費については、アンケート用紙、発信・返信用封筒、報告書、その他事業実施に係る印刷物等の印刷製本又は複写（見積書・請求書等には印刷・製本仕様を記載のこと。）に要する経費とする。
⑧　役務費については、はがき・切手代、郵送料、宅配便等の料金、物品等梱包発送による運搬料とする。なお、切手を購入する場合、必要最小限の枚数とし受払簿等で適切に管理すること。

⑨　委託料については、データ入力作業
や回収率向上のための取組等を専門業者に委託する場合の経費とする。

⑩　使用料及び賃借料については、機械・物品・用具・器具・設備等の借料やリース料（見積書・請求書等には、使用期間（時間）、数量等を記載のこと。）を対象とする。

⑪　消費税相当額については、団体が課税事業者（納税義務者）で、不課税経費を計上している場合に、それに該当する消費税相当額のみ計上すること。この場合、課税事業者である旨を確認できる書類を添付すること。（業者等に支払う消費税額については、当該経費区分に税込額を計上すること。）

⑫　上記に記載する経費以外の経費については、原則として本事業の対象経費としない。

　※任意様式による提出も可。
